
適格請求書発行事業者の皆様へ

〇 適格請求書発行事業者として登録された情報（氏名・法人名・登録番号など）
は、「国税庁適格請求書発行事業者公表サイト」において公表されます。

また、令和５年10月１日以降に行う課税取引について、原則、以下の義務が
課されます。

適格請求書発行事業者の登録を受けている間は、基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、消費税
の申告が必要となります（事業者免税点制度の適用はありません。）。

〇 次の場合は、所轄税務署への届出手続が必要となります。

手続の内容 提出すべき届出書等

公表事項の追加・変更手続

氏名・名称、法人の本店所在地を変更する場合
個人事業者等の主たる屋号などを追加・変更する場合

適格請求書発行事業者登録簿の登載事項変更届出書
適格請求書発行事業者の公表事項の公表(変更)申出書

登録失効手続

登録の取消しを求める場合(※１)

事業を廃止した場合
法人が合併により消滅した場合
個人が死亡した場合(※１)

適格請求書発行事業者の登録の取消しを求める旨の届出書(※２)

事業廃止届出書
合併による法人の消滅届出書
適格請求書発行事業者の死亡届出書

【ご注意ください】 登録の取消しについて

次の取消事由に該当する場合には、適格請求書発行事業者の登録が取り消されることがあります。

① １年以上所在不明である場合（「所在不明」とは、例えば、消費税の申告書の提出がない場合などにおいて、文書の
返戻や電話の不通をはじめとして、事業者との必要な連絡が取れないときをいいます。）

② 事業を廃止したと認められる場合
③ 合併により消滅したと認められる場合（法人の場合）
④ 消費税法の規定に違反して罰金以上の刑に処せられた場合

さらに詳しくお知りになりたい方へ

〇 インボイス制度についてさらに詳しくお知りになりたい方は、国税庁ホームページ「インボイス制度特設
サイト」の各種情報をご覧ください。

〇 インボイス制度に関する一般的なご相談は「消費税軽減税率・インボイス制度電話相談センター」
で受け付けております。

【専用ダイヤル】 0120-205-553（無料）
【受付時間】 9：00～17：00（土日祝除く。）

※１ 令和５年10月１日以降の手続となります。

※２ 消費税課税事業者選択届出書を提出している事業者が免税事業者になる場合は、消費税課税事業者選択不適用届出書の提出が
併せて必要となります。

インボイス
制度特設サイト

〇 適格請求書の交付

取引の相手方の求めに応じて、適格請求書（インボイス）を交付する。

〇 適格返還請求書の交付

返品や値引きなど、売上げに係る対価の返還等を行う場合に、適格返還請求書を交付する。

〇 修正した適格請求書の交付

交付した適格請求書に誤りがあった場合に、修正した適格請求書を交付する。

〇 写しの保存

交付した適格請求書の写しを保存する。
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